
特
集
　
令
和
７
年
度
　
「
ま
ち
の
仕
事
と
予
算
」

かしこ かしこちぢ

　
加
速
度
を
増
す
人
口
減
少
と
少
子
高
齢

化
、
さ
ら
に
は
過
去
最
大
級
の
被
害
を
も

た
ら
し
た
令
和
６
年
７
月
豪
雨
災
害
に
よ

り
、
町
を
取
り
巻
く
環
境
は
、
行
財
政
運

営
を
始
め
こ
れ
ま
で
以
上
に
厳
し
さ
を
増

し
て
お
り
ま
す
。

　
こ
の
困
難
を
乗
り
越
え
る
に
は
、
町
行

政
の
自
助
努
力
は
も
と
よ
り
、
町
民
の
皆

様
を
は
じ
め
、
よ
り
多
く
の
関
係
者
の
皆

様
が
共
に
力
を
結
集
さ
せ
、
将
来
の
社
会

の
変
化
を
見
す
え
な
が
ら
次
世
代
に
引
き

継
が
れ
る
、
持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り
が

必
要
不
可
欠
で
す
。
　

　
そ
の
た
め
に
は
、
人
口
減
少
や
高
齢
化

と
い
っ
た
社
会
構
造
の
変
化
や
、
自
然
災

害
、
経
済
変
動
な
ど
の
不
確
実
な
要
素
が

あ
る
な
か
に
お
い
て
も
、
次
代
を
担
う
人

材
育
成
を
は
じ
め
、
柔
軟
に
対
応
で
き
る

行
財
政
運
営
と
安
定
し
た
財
政
基
盤
の
構

築
を
も
っ
て
、
将
来
に
わ
た
っ
て
発
展
で

き
る
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
て
い
か
な
け
れ

ば
な
り
ま
せ
ん
。

　
今
は
確
か
に
大
変
な
時
期
で
す
が
、
厳

し
い
状
況
に
あ
る
か
ら
こ
そ
「
あ
の
時
、

み
ん
な
で
頑
張
っ
た
」
と
い
う
自
信
と
誇

り
を
ま
ち
の
将
来
を
担
う
子
ど
も
た
ち
に

町が直面

する課題

協働でつくる 未来へつなぐ 持続可能なまちづくり

1.次代を担う人材の育成・確保
2.若者・女性の定着・回帰の促進に向けた環境づくり
3.暮らしの様々な分野におけるデジタル化の推進 
4.外国人労働者の増加に伴う「国際化」への対応強化
5.地域課題の解決に向けた、地域と企業・大学等が連携
  した新たな取組みの創出促進
6.重層なる協働のまちづくり体制の構築
7.脱炭素社会の実現に向けた取り組み

～縮小社会にむけた町行財政改革元年に～

1.豪雨災害の復旧復興にむけた取組みの強化
2.災害に強い強靭なる町土づくりの推進
3.第８次行財政改革プランの確実なる実行

1.職員力、行政力の向上とＳＤＧｓの推進
2.施策目標達成のための横軸連携の強化
3.「選択と集中」による行政サービスの効率化及びＰＤＣＡサイクルによる事業量の最適化
4.情報の共有と効果的な発信

第5次最上町総合計画の実行

施策展開にむけた取組み手法

令和６年７月豪雨災害 行財政の硬直化が進行

成長戦略

最重要施策

基本目標

令和７年度　町政運営の方針

伝
え
な
が
ら
、
こ
の
難
局
を
乗
り
越
え
、

新
時
代
に
む
け
た
扉
を
開
き
、
未
来
へ
の

道
を
共
に
築
い
て
ま
い
り
ま
し
ょ
う
。

　
こ
の
よ
う
な
考
え
の
も
と
に
、
令
和
７

年
度
に
お
け
る
町
政
運
営
の
基
本
目
標
を

「
協
働
で
つ
く
る

未
来
へ
つ
な
ぐ

持
続

可
能
な
ま
ち
づ
く
り
」
と
し
ま
し
た
。

　
厳
し
い
状
況
の
中
に
あ
っ
て
も
、
わ
が

ま
ち
が
誇
る
自
然
や
文
化
、
人
、
産
業
と

い
っ
た
魅
力
を
最
大
限
に
活
か
し
な
が
ら
、

町
民
の
皆
さ
ん
が
安
心
し
て
心
豊
か
に
住

み
続
け
ら
れ
る
ま
ち
を
目
指
し
て
ま
い
り

ま
す
。

　
新
時
代
の
ま
ち
づ
く
り
の
キ
ー
ワ
ー
ド

は
『
賢
く
縮
む
』
『
賢
く
つ
な
ぐ
』
で
す
。

こ
れ
は
、
時
代
に
合
わ
せ
て
よ
り
効
率
的

に
縮
小
や
削
減
を
行
な
い
な
が
ら
も
、
町

民
の
皆
様
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
大
切
に

し
て
、
協
働
の
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
て
い

く
と
い
っ
た
意
味
が
込
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
町
に
は
多
く
の
魅
力
が
あ
ふ
れ
て

い
ま
す
。
住
民
の
皆
さ
ん
一
人
ひ
と
り
が

知
恵
を
ふ
り
絞
り
、
そ
の
魅
力
を
次
代
へ

つ
な
げ
ら
れ
る
よ
う
に
邁
進
し
て
い
き
ま

し
ょ
う
。

魅
力
あ
ふ
れ
る
ま
ち
を

　
　
　
　
　
未
来
へ
つ
な
ご
う

賢く縮む　賢くつなぐ

協働でつくる 未来へつなぐ

持続可能なまちづくり

基本目標

４
月
号
で
は
今
年
度
の
ま
ち
の
予
算
と
事
業
に
つ
い
て
紹
介
し
ま
す

魅
力
あ
ふ
れ
る
ま
ち
を

　
　
　
　
　
未
来
へ
つ
な
ご
う
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まちの将来を
考えながら
前に進もう！

魅力あふれる
まちを目指そう！
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予
算
の
概
要令和６年度　一般会計予算

６３億９，５００万円

令和７年度

一般会計予算

６８億１，０００万円

50 億円

60億円

70億円

特別会計

一般会計

R6R5R4R3R2R1H30H29H28 R7

前年度比４億１，５００万円増↗

令和７年度

一般会計予算

町税

地方交付税

寄附金

繰入金

使用料・手数料
及び負担金

6億6,583万円

2億288万円
5億3,134万円

3億7,719万円

3億1,150万円

繰越金

国庫支出金

県支出金

町債

譲与税・交付金

その他の収入
1億4,000万円

32億4,500万円 2億5,536万円

6,664万円

4億2,310万円

5億9,116万円

9.8％

30.7％

69.3％

7.8％

5.5％

4.6％

47.7％

3.0％

6.2％

8.7％

2.1％

3.7％

30.7％

自主
財源

69.3％

財源財源
依存
財源普通建設費

災害復旧事業費
3億7,805万円

5億2.278万円

3億2,389万円

積立金 繰出金
2億2,596万円

7.7％

5.6％

普通建設費

災害復旧事業費
3億7,805万円

5億2.278万円

3億2,389万円

2億2,596万円

人件費
13億3,892万円

14億8,503万円

19.7％

6.2％扶助費
4億2,097万円

公債費

補助費
9.8％

21.8％

6億6.904万円

物件費
12億4,627万円

18.3％

3.3％

4.8％

7.7％

13億3,892万円
19.7％

公債費

補助費
9.8％
6億6.904万円

義務的
経費

35.7％

そ
の
他

3億6.428万円

1億9,655万円

2億3,754万円

3億2,389万円

0.4％

21.0％

1.1％

21.0％

総務費

17.5％

17.5％5.3％

2.9％

3.5％

10.6％

19.8％

9.5％

民生費

公債費

議会費
その他

衛生費

教育費

土木費

農林水産業費

商工費

消防費

災害復旧費

14億2,970万円

11億9,397万円

9億2,612万円

6億4,643万円

7億2,200万円

6億6,904万円
2,299万円 7,749万円

一般会計歳入

（単位：億円）

68.10
64.52

59.17 58.35
62.02

58.90 56.95
60.50

65.85 63.95

50.0449.84 50.82 48.85 47.94 47.66 49.31 48.90 49.00 49.52

一般会計歳出

会計別予算額 （特別会計を含む）

一般会計

特別会計

　国民健康保険事業

　後期高齢者医療事業

　介護保険事業

　最上病院事業

　介護老人保健施設事業

　水道事業

　瀬見温泉管理事業

　下水道事業

　全　　会　　計

会計別 令和６年度令和７年度 増　減　額

６８億１,０００万円
５０億　３９０万円
９億３,７００万円
１億４,１００万円
１２億　５００万円
１３億　２４３万円
３億７,４１２万円
４億６,６１７万円
１,３２２万円

５億６,４９６万円
１１８億１,３９０万円

６３億９，５００万円
４９億５，１７０万円
９億５，６００万円
１億２，５３０万円
１１億９，８００万円
１２億７，３３３万円
３億５，７４５万円
４億７，６３７万円
１，１１２万円

５億５，４１２万円
１１３億４，６７０万円

４億１，５００万円
５，２２０万円
△１，９００万円
１，５７０万円
７００万円

２，９１０万円
１，６６７万円
△１，０２０万円

２１０万円
１，０８４万円

４億６，７２０万円

一
般
会
計
の
概
要

　
令
和
７
年
度
の
一
般
会
計
当
初
予

算
総
額
は
68
憶
１
千
万
円
。
前
年
度

の
当
初
予
算
に
比
べ
、
４
億
１
千
５

百
万
円
の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

　
歳
入
は
、
主
に
町
税
、
地
方
交
付

税
で
半
分
以
上
を
占
め
、
前
年
度
に

比
べ
て
町
税
0.1
％
減
、
地
方
交
付
税

8.5
％
増
と
な
り
ま
し
た
。「
国
庫
支

出
金
」
は
、
令
和
６
年
度
の
豪
雨
災

害
の
復
旧
を
行
う
た
め
、
前
年
度
に

比
べ
35
・

８
％
増
、「
町
債
」
に
つ
い

て
は
、
災
害
復
旧
事
業
を
始
め
、Ｊ
‐

ア
ラ
ー
ト
シ
ス
テ
ム
の
更
新
や
、
道

路
の
改
良
に
対
し
、
町
債
の
発
行
を

予
定
し
て
お
り
、
発
行
額
に
つ
い
て

特
別
会
計
の
概
要

まちの財政指数
※下記の財政指数は見込で
　算出しています。

項目
令和
６年度

令和
７年度

実質公債
費比率

公債費
負担比率

経常収支
比率

将来負担
比率

11.8％

12.1％

96.5％

30.0％

11.5％

11.6％

96.5％

28.0％

※端数処理の為、数値が一致しない場合があります。

は
、
地
方
債
残
高
を
着
実
に
減
少

さ
せ
、
将
来
負
担
の
減
少
を
図
る

た
め
、
ま
た
、
今
後
想
定
さ
れ
る

公
共
施
設
の
改
修
等
に
備
え
、
持

続
可
能
な
運
営
に
寄
与
で
き
る
よ

う
、
事
業
の
精
査
等
に
よ
る
発
行

の
抑
制
を
行
っ
た
結
果
、
前
年
度

に
比
べ
、
6.1
％
減
少
と
な
り
ま
し

た
。「
寄
附
金
」
で
は
、
ふ
る
さ

と
納
税
寄
附
金
に
つ
い
て
、
令
和

６
年
度
の
寄
附
状
況
を
踏
ま
え
、

４
億
２
千
万
円
を
目
標
と
し
て
い

ま
す
。

　
歳
出
は
、「
総
務
費
」
の
ふ
る

さ
と
納
税
寄
附
事
業
、
地
域
交
通

リ
・
デ
ザ
イ
ン
推
進
事
業
、
最
上

町
Ｄ
Ｘ
推
進
支
援
事
業
に
よ
り

　
特
別
会
計
は
予
算
を
使
用
す
る

用
途
が
限
定
さ
れ
て
お
り
、
一
般

会
計
の
歳
入
歳
出
予
算
と
区
別
し

て
い
る
会
計
で
す
。

　
令
和
７
年
度
の
特
別
会
計
全
体

の
予
算
は
約
50
億
円
で
、
前
年
度

と
比
べ
て
1.1
％
増
と
な
り
ま
し

た
。「
国
民
健
康
保
険
事
業
」
は

有
資
格
者
の
減
少
に
よ
り
、「
後

期
高
齢
者
医
療
」
は
広
域
連
合
へ

の
納
付
金
の
増
加
、「
介
護
保
険

事
業
」
は
、
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス

の
給
付
費
の
増
加
に
よ
り
、「
最

上
病
院
事
業
」
は
元
金
償
還
・
医

療
機
器
の
更
新
、「
介
護
老
人
保

健
施
設
事
業
」
は
職
員
の
異
動
に

よ
り
、「
水
道
事
業
」
は
単
発
的

な
委
託
料
の
減
少
、「
瀬
見
温
泉

管
理
事
業
」
は
物
価
高
騰
に
対
応

す
る
た
め
、「
下
水
道
事
業
」
は

下
水
の
マ
ン
ホ
ー
ル
ポ
ン
プ
場
の

電
気
設
備
更
新
の
た
め
各
事
業
増

減
し
て
お
り
ま
す
。

　
今
後
も
最
小
の
経
費
で
最
大
の

効
果
が
得
ら
れ
る
よ
う
に
、
そ
し

て
町
民
の
皆
様
に
と
っ
て
、
き
め

細
や
か
な
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
で
き

る
よ
う
財
政
運
営
を
行
い
ま
す
。

　町税や使用料など、町が国や県に
頼らず自主的に調達できるお金のこ
とです。自主財源が多いと町の予算
にゆとりが生じるため、歳入に占め
る割合ができるだけ高いことが望ま
しいとされています。

　地方交付税や国・県支出金など、
国・県の意思により交付されるお
金のことです。また、町債も依存
財源に該当します。

自主財源　３０． ７％

依存財源　６９． ３％

13
・

７
％
増
、「
衛
生
費
」
は
帯
状
疱

疹
ワ
ク
チ
ン
の
定
期
接
種
化
の
費
用

の
他
、
病
院
事
業
・
介
護
老
人
保
健

施
設
事
業
事
業
へ
の
繰
出
金
も
8.7
％

増
加
し
て
お
り
ま
す
。「
土
木
費
」は
、

道
路
の
新
設
・
改
良
費
の
減
少
に
よ

り
19
・

７
％
の
減
、「
消
防
費
」
は
、

小
型
ポ
ン
プ
付
積
載
車
の
更
新
の
第

一
期
計
画
が
終
了
し
た
こ
と
に
よ
る

減
額
と
、
最
上
広
域
消
防
分
担
金
の

減
額
に
よ
り
7.8
％
減
、「
教
育
費
」

は
第
２
期
学
習
者
用
端
末
等
購
入
、

一般会計の使われ方

向
町
小
学
校
非
常
階
段
修
繕
、
最

上
中
学
校
給
水
設
備
改
修
、
富
山

馬
頭
観
音
堂
の
保
存
修
理
工
事
等

に
よ
り
、
10
・

２
％
増
加
し
て
お

り
ま
す
。「
災
害
復
旧
事
業
」
は

大
雨
災
害
に
対
す
る
費
用
と
な
り

ま
す
。

　人件費、扶助費、公債
費の 3 つからなり、支出
することが義務づけられ
ている経費です。

義務的経費

３５． ７％

68億
1,000万円

歳出



新年度の主要施策・事業
未来へつなぐまちづくりにむけた

災害に強いインフラ
整備の実現にむけて!

人口減少社会に対応した
健全な行政運営にむけて!

消防団組織の再編成

持続可能な
消防体制の確保にむけて!

これからのまちづくり
を共に考える!

よりよい教育環境の
あり方を共に考える!

縮小社会を見すえた
まちづくりをデザイン!

縮小社会に適応した
地域交通体系の整備

足の確保による
安心なまちづくりにむけて!

こどもの健やかな
成長を一体的にサポート!

　豪雨災害への復旧とと
もに、災害に強い強靭な
まちづくりにむけて、中
長期的な事業計画のもと
に整備を進めます。

　令和7～11年度までの
計画期間のなかで、事務
事業の見直し、業務の改
善を図り、財政運営の健
全化に努めます。

　デマンドバスの運行
体制の見直しや「公共
ライドシェア」等の新
たな交通システムの再
構築を図ります。

　地域との連携のもと
に、分団や部、班体制
の整理統合を図るとと
もに、団員の確保に努
めます。

　町民検討会議等を設置
し、今後のまちづくりに適
応するために、行政区や地
域コミュニティのあり方に
ついて検討します。

　よりよい教育環境の
整備にむけて、小学校
や保育施設の整理統合
を見据えた検討会議を
設置し検討します。

　人口減少社会に備え、
居住や交通システム等の
生活機能の誘導によりコ
ンパクトシティに向けた
計画を策定します。

　子育て家庭への切れ目
のない支援を一層充実さ
せ確実に実施されるよ
う、関係機関と連携した
支援体制を整備します。

　人口減少社会が抱え
る課題解決と、行政事
務の効率化にむけて、
「最上町ＤＸ推進本
部」「DX推進チーム」
を設置します。

　事業所での人材育成と
雇用環境の整備にむけ
て、資格取得や多様な労
働力の確保に関する環境
づくりを支援します。

　「最上町地球温暖化対
策実行計画」をもとに、
できるところから、脱炭
素社会に向けた行動を
行っていきます。

　中心市街地・商店街の
にぎわいづくり、活性化
にむけて、関係団体との
協働のもとに、望ましい
手法を検討・実践します。

　町立最上病院のサービ
スと収益の向上、経費節
減にむけて「経営戦略会
議」を設置し、経営改革
に努めます。

　すでに使われなくなっ
た施設や既存の施設との
整理統合化、除却処分を
行うために、個別計画の
見直しを図ります。

　陸羽東線「鳴子・新庄
駅」間の早期運転再開にむ
けて、国・県・沿線自治
体・関係団体と連携し、利
用再開に努めます。

まちづくり

出前講座

懇談会の開催

より便利で快適な
未来を切り拓くために!

県・沿線自治体・関係機関
との連携強化をもって!

今後の地域医療にむけた
戦略的な取組み!

人を呼び込む、
お金を稼ぐ手法を追及!

公共施設の整理・統合に
むけてスピードアップ!

脱炭素社会の
実現にむけて!

持続可能な
就労環境の充実にむけて!

豪雨災害被災現場
の復旧復興を強化

第８次行財政改革
の着実なる実行

地域コミュニティと
行政区のあり方を検討

小学校・保育施設の
再編にむけた検討

立地適正化計画
の策定 こども家庭センタ

ーの開設

１５プラス１

今年度新規事業

詳細は P.８～９

ゼロカーボンシテ
イの推進

デジタル社会にむけ
たビジョンの作成

魅力ある観光地・
商店街づくりの推進

人材育成と雇用環境
の整備促進

持続可能な病院
経営改革

公共施設の最適化に
むけた取組み

JR陸羽東線の運行
再開にむけた運動
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１２３４

５６７８

９101112

131415

地域交通リ・デザイン推進事業

最上町DX推進支援事業

帯状疱疹予防接種事業

赤倉温泉スキー場施設キャッシュレス決済機器購入事業

児童遊具購入事業

自治体行政情報システム標準化対応事業

Ｊアラートシステム等更新事業

第２期学習者用端末購入事業

農林水産業施設災害復旧事業

道路新設改良事業

向町小学校非常階段修繕事業

公共土木施設災害復旧事業

かわまちづくり広場整備事業

最上中学校給水設備改良事業

移動手段課題の解決を図るため体系を再整備

DXの目指すべき方向を示すビジョンの策定

帯状疱疹ワクチンの定期接種

利便性向上を目的に、事前決済できる券売機を購入

企業版ふるさと納税を活用して遊具を整備

各自治体ごとの情報システムの差異を標準化

Ｊアラートシステムの更新

児童生徒全員の学習用端末（タブレット）を更新

昨年７月豪雨災害で被災した箇所や施設の復旧

災害発生の予防及び拡大防止を図るための道路工事

老朽化した非常階段を修繕

昨年７月豪雨災害で被害のあった道路や河川の復旧

満沢橋周辺の河川敷の整備

老朽化した給水設備の改修

２，７２５千円

５，４００千円

４，１７６千円

３，０００千円

１，５００千円

４３，０２０千円

２０，５００千円

５５，５１８千円

２０４，８５７千円

８９，５００千円

１２，５１８千円

１１９，０3０千円

３９，５００千円

１７，６００千円

事　業　名 事業の内容 予算額

新規事業・大規模事業等の概要

１５選

広報もがみ　令和７年４月号　４月２４日発行　№８８９　【６】【７】　広報もがみ　令和７年４月号　４月２４日発行　№８８９



広報もがみ　令和７年４月号　４月２４日発行　№８８９　【８】【９】　広報もがみ　令和７年４月号　４月２４日発行　№８８９

　まちづくり出前講座・懇談会は、町民の皆さんと共にさらに魅力的なまちにするために、町政に対す
る理解を深め合ったり、協働のまちづくりをどう進めていくのかを話し合う場です。これからの最上町
について、一緒に考え、知恵を出し合い共に作り上げていきましょう！

　１．のメニュー以外で、まちづくり等に関するテーマや地域

の具体的な課題等についての意見交換会をします。

　町政に関する情報提供、各分野の施策や町の取り組みなどを

学ぶ学習会で、メニューは左記の中から選択できます。

まちづくり出前講座

まちづくり懇談会

１

２

申込対象者
集落、 地区のコミュニティ組織、 各種団体やサークル、 サロン等、 ５名以

上の町民で組織されたグループならどなたでもお申し込みが可能です。

利用までの流れ

分　野

１

担当課講座名 （メニュー）

防災マップを使って風水害リスクを知り、避難への課題に気づき、
どのように行動するかいっしょに考えましょう。

防災最前線安全・安心 総務企画課２

３
食育の視点から、学校給食のあり方、食の安全安心確保の取り組み、
地産地消を取り入れたメニューなどについてお話します。

教育文化課食育と学校給食教育・生涯学習

生涯スポーツ
長く続けられるウォーキング
ランニング講座

体に負担の掛かりにくいウォーキング方法や、健康づくりで走る

ランニング方法を紹介します。
教育文化課

健康のはなし健康・福祉
メタボリックシンドローム対策や、生活習慣病予防、また、「第 3
次ウエルネスタウン最上 21 計画」と健康づくりのポイントをわか
りやすく説明します。

健康福祉課

健康・福祉 健康福祉課
国民健康保険又は後期高齢者医療保険の仕組みや、介護保険制度、
介護サービス、介護予防などについてわかりやすくお話します。

健康・福祉 健康福祉課
食事は、一生の間に 8 万 6 千回食べるものです。健康づくりの基
本となるものです。食育・生活習慣病予防・高齢者の食事などの
世代にあわせお話します。

医療保険、介護保険のはなし

心もからだも
元気になる食事のはなし

最上病院の現状や今後の役割などを説明します。 最上病院最上病院経営強化プラン健康・福祉

子育て 大人も楽しめる子どもの遊び こども支援課

子育て こども支援課子育て支援のはなし 町の子育て支援の取り組みについてお話します。

生活と暮らし 総務企画課デマンドバスを活用しよう デマンドバスの利用方法等についてお話します。

生活と暮らし 町民税務課
戸籍制度と住民票について解説し、｢届出の種類｣と「手続き方法」、

「住民基本台帳制度」などについてお話します。
よくわかる！
戸籍と住民票のはなし

生活と暮らし 町民税務課国民年金のしくみについて解説し、｢加入者の種類｣、｢保険料と免除
制度｣、｢受給のしくみ｣についてお話します。

国民年金のはなし

生活と暮らし 総務企画課誰でもわかる！スマホ講座 スマホの基本的な使い方をわかりやすくお話します。

番号

町政・まちづくり 総務企画課最上町の財政のはなし

生活と暮らし 町民税務課
マイナンバーカードの作り方から、便利な使い方までやさしく解
説します。希望があればその場でマイナンバーカードの申し込み
もできます。

マイナンバーカードの
作り方と便利な使い方

お孫さんと遊ぶ時などに使える絵本やわらべうた、昔遊びを紹介します。

予算（決算）、財政状況の概要と今後の見通しについてお話します。

生活と暮らし 町民税務課
ごみ排出量の現状と減量に向けての取組みや分別の方法について、
皆さんでいっしょに考え学びます。ごみの分別と減量化

知っておきたい税金の話生活と暮らし 町民税務課
「所得税の確定申告」、「町・県民税の申告」、「土地の評価」や「家
屋の増改築に伴う評価方法」と「固定資産税の算出方法」などに
ついてお話します。

産業・都市基盤 農林振興課農林業の振興 農林業に関する制度や補助事業等についてお話します。

産業・都市基盤 農林振興課有害鳥獣対策の現状 有害鳥獣の被害の現状や対策の取り組みについて説明します。

産業・都市基盤 建設水道課道路整備の現状 町道の現状について説明します。

産業・都市基盤 建設水道課
町が行っている住宅に関する各種補助金制度について、補助金の
額やお手続き等、くわしくお話します。住宅に関する各種補助金制度

その他 選挙管理委員会選挙のしくみ・模擬投票 選挙の仕組みを詳しくお話します。

その他 議会事務局議会の仕組み 議会の仕組みを詳しくお話します。

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

１６

１７

１８

１９

２０

２１

２２

２３

内　容

まちづくりを考える　　　　　講座のメニュー２３

出向く役場 をモットーに‼

まちづくり出前講座

　　　　　懇談会承ります！まちづくり出前講座

　　　　　懇談会承ります！
以下のメニュー以外でも希望に応じて対応いたします

総務企画課まちづくり推進室　４３－２２６１

①相談　申込者様はご希望の講座又は懇談会の内容と開催希望日時をまちづくり推進室にご連絡ください。

※令和 7年度の 12月 28日～ 1月 4日までの期間は、役場が閉庁日
　のため開催の対象日から除外となりますのでご注意ください。

②担当課を決定 申込者様のご希望いただいた講座内容により担当課を決定。

③日程調整 担当課と申込者様との間で日程調整を行う。

④申し込み 申込者様は、まちづくり推進室に「出前講座・懇談会利用申込書」を提出。

⑤通知書の送付 申込書受理後、開催日時と開催内容が記載された「利用通知書」送付。

⑥講座 ・懇談会開催　講座・懇談会が開催される。

⑦利用報告書を提出 開催後は「利用報告書」をまちづくり推進室に提出。その内容は役場で、今後の

　　　　　　　　　　　　　　出前講座・懇談会に活かしていきます。

皆さんのところに無料で出張いたします！


